
NCBあんしん
相続ガイドブック
― 遺 産 整 理 業 務 編  ―



どのような手続をしたら
よいのかわかりません

相続人が遠くに住んでいて
集まれません

税金や不動産のことを誰に
頼めばいいかわかりません

忙しくて相続手続を行う
時間がありません

将来も考えてどうやって
分ければいいかわかりません

他の相続人にきちんと
説明できるか心配です

公的機関へのお届出や、預貯金・不動産・株式等の
名義変更、相続税の申告・納付など、複雑な手続が
必要です。

相続人が遠くに離れていると、集まって相談するこ
とも難しいので、相続手続が進みづらくなることが
あります。

専門家にも得意な分野があります。円滑な相続手
続には業務に精通した専門家に依頼することが欠
かせません。

手続に期限が定められている場合があります。
金融機関ごとに相続手続が異なるなど、働いてい
る方や、ご高齢の方には大きな負担になります。

二次相続への対応や事業継承、分割後の資産活用
などについては専門的な知識が必要になることも
あります。
※当社が遺産分割について相続人間の調整をすることはで
きません

見落としや勘違いにより相続手続をやり直したり、
他の相続人から説明を求められることもあります。

?

?

?

?

?

?

相続手続でお困りではありませんか？
大切な方に相続が発生したとき、ご家族の精神的負担は、非常に大きくなります。
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遺産の内容が複雑な方 ●取引している金融機関数が多くて煩雑。
●遺産に不動産が含まれている。　　　　など

相続手続きをする時間がない方 ●仕事が忙しく、相続手続きを行う時間的余裕がない。
●多忙で（もしくは高齢で）、金融機関へ行くのが大変。　など

相続人が多い方、
相続人が遠方に居住している方

●相続人が多くて連絡を取るのが大変。
●相続人が遠方に居住している。　　　など

相続に関する手続きに不慣れな方 ●相続手続きは不慣れだからきちんとできるか不安。　など

遺産の分割方針が決まっていない方 ●遺産分割の方法についてアドバイスがほしい。　など

「遺産整理業務」は、
相続人のみなさまに代わって

さまざまな手続きを代行いたします!

相続財産の調査

相続財産の換金や
名義変更

相続財産目録の作成

相続財産の確定

遺産分割協議書の
見本を作成

法定相続人の確定

など

主なご対応内容

こんな方におすすめです
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NCB 遺産整理業務のしくみ

ご相談／相続人の確定／お申込み

遺産整理に関する委任契約の締結

遺産の調査、相続財産目録の作成

遺産分割協議書見本の作成
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ご相続人全員の状況、遺産の概要、遺言の有無をお聞きし、相続・遺産分割の実施に必要な書
類や手続き、スケジュールなどについてアドバイスします。併せて、戸籍謄本等を収集しご相続
人を確認します。その後NCB遺産整理業務のお申込手続きを行います。

ご相続人の皆さまと西日本シティ銀行の間で遺産整理に関する委任契約を締結します。NCB
遺産整理業務をお引き受けする際には、ご相続人の中からお手続きの代表をお選びいただき
ます。相続人代表の方のお立場は、相続人全員の代理人となります。NCB遺産整理業務の実
施にあたり、当社は相続人代表の方に確認をとりながら手続きを行います。

ご相続人の方々にご協力いただき、遺産を調査し、判明した相続財産について、遺産整理対象
財産目録を作成いたします。（ご相続人の方々が保管されている通帳などをお預かりいたしま
す。）

遺言書が無い場合は、相続人全員で遺産分割協議をしていただき、遺産分割協議書を作成しま
す。当行より遺産分割協議書作成にあたっての記載方法などについてアドバイスいたします。

・不動産
・預貯金（銀行等）
・有価証券（証券会社）
・保険契約
・貸金庫　　　　等

事前のご相談

遺産整理に関する委任契約の締結

※遺産分割協議の仲裁等はできません。

協議書の作成をサポート

被相続人の財産

協 議

財産目録の作成・報告

被相続人の財産 調査・保管

（事前のご相談〜
　　　終了のご報告まで）

相続人

相続人

相続人

相続人

相続人

お手続きの対象財産

相続人
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税理士のご紹介および税務申告に必要な資料収集のお手伝い

財産の名義変更および解約・換金

業務完了のご報告

5

6

7

被相続人の財産額などにより、相続開始後4か月以内に準確定申告・納付、10か月以内に相続
税申告・納付が必要となる場合があります。ご依頼のある場合、税務申告を行う税理士をご紹
介いたします。

遺産分割協議書に基づき、預貯金・有価証券などの換金、不動産などの名義変更手続きを行い
ます。

遺産整理業務対象財産の手続きが完了しましたら、ご相続人代表の方にNCB遺産整理業務終
了のご報告をいたします。

※準確定申告・相続税申告に際しては、税理士にご相談・ご依頼ください。

被相続人の財産

遺産分割協議書/遺言書

遺産のお引き渡し

相続手続き
銀　行

証券会社

法務局

遺産整理業務終了のご報告

遺　産

遺　産

遺　産

被相続人の財産

納付のアドバイス納付

資料の提供申告書提出

税理士

所
得
税
の
納
付

相
続
税
の
納
付 相続人

相続人

相続人

税務署
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〈遺産整理業務〉の諸費用 （すべて消費税込）

①②の計算を行った合計額とします。
（最低手数料は下記合計額に関わらず、1,100,000円とします）

次の諸費用をご負担いただきます。

※実際の手数料金額につきましては、当行担当者にご確認ください。

財産額が1億円の場合（うち①の部分が6,000万円の場合）

財産額が2億円の場合（うち①の部分が1億円の場合）

※相続財産評価額の例
①不動産：固定資産税評価額とします。
②金融資産：各金融機関が発行した証明書に
記載されている金額とします。
（口数や基準価額の表示のみの場合はそれ
らを乗じた金額とします。非上場株式は、税
理士等により評価額計算が行われている場
合はその金額を評価額とし、評価額の算定
がない場合は1株あたりの資本金額に株数
を乗じた金額を評価額とします。）

③保険契約に関する権利（生命保険、損害保
険）：保険会社による解約仮返金相当額を評
価額とします。

●財産比例報酬（財産額×料率）
①西日本シティ銀行及び長崎銀行の預金・信託商品・投資信
託・個人年金保険・債券等、西日本シティTT証券で保護預か
りしている株式・債券・投資信託等の有価証券等� 0.330％
②その他の財産
　1億円以下の部分�������������� 1.870％
　1億円を超え3億円以下の部分� ������� 1.100％
　3億円を超え5億円以下の部分� ������� 0.660％
　5億円を超え10億円以下の部分�������� 0.440％
　10億円を超える部分� ����������� 0.330％

●最低報酬額1,100,000円（税込）
※相続財産の価格は相続開始時の積極財産の金額で相続税評価額とします。

●NCB遺産整理手数料

●遺産整理手数料の計算例

最低報酬額 1,100,000 円（税込）

NCB遺産整理業務

遺産整理手数料の計算 執行対象財産評価額　料率

① 「西日本シティ銀行」および「長崎銀行」
「西日本シティTT証券」にて契約中の部分 1 億円　×　0.33％　＝ 330,000 円

② その他の財産1億円以下の部分 1 億円　×　1.87％　＝ 1,870,000 円
合　計 2,200,000 円

遺産整理手数料の計算 執行対象財産評価額　料率

① 「西日本シティ銀行」および「長崎銀行」
「西日本シティTT証券」にて契約中の部分 6,000 万円　×　0.33％　＝ 198,000 円

② その他の財産1億円以下の部分 4,000 万円　×　1.87％　＝ 748,000 円
合　計 946,000 円

最低手数料　1,100,000 円
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次の諸費用をはじめ、遺産整理業務に必要となる実費はお客さまのご負担になります。
●その他諸費用

下記のような場合、お申込のお引き受けができない場合がございます。

NCB遺産整理業務および相続サポートパック申込時のご留意事項

①相続人は5名以下（第1順位もしくは第2順位の相続人に限ります）
②相続財産は不動産（自宅）と金融資産のみ
③取引金融機関は5社以内
④遺産分割協議がととのう見込み　〈注意事項〉遺産分割協議書作成のサポートは行いません。
⑤金融機関にある被相続人名義の財産は解約・換金手続きのみ（相続人が2名以上の場合、名

義変更はできません）
⑥資金の振込、連絡等は相続人代表のみ

○不動産の相続登記にかかる登録免許税および司法書士報酬などの費用
○税務申告（相続税申告等）にかかる税理士報酬などの費用
○戸籍謄本、固定資産税評価証明書等の取り寄せにかかる費用
○預貯金等の各種証明書等発行手続きの費用

●ご相続人の方々等の間で紛争状態にある場合
●ご相続人のなかに、行方不明・生死不明の方がいらっしゃる場合
●遺産整理業務を委任いただくことについて、ご相続人全員の合意が困難で、またご相続人の方々の間で円
滑な遺産分割協議の成立が見込めない場合

●権利の帰属について係争中の財産、分割の困難な財産、手続が難航すると判断される海外資産等の財産
を、遺産整理業務の対象財産から除外することを了承いただけない場合
●相続税の申告・納付が必要な場合で、申告期限までに十分な時間がない場合
●その他、遺産整理業務の円滑な遂行に支障をきたす可能性がある場合
※上記以外にもお引き受けできない場合があります。詳しくは西日本シティ銀行本支店窓口までお問い合わ
せください。

前提条件
基本要件

以上の全てを満たす場合 報　酬　額 550,000 円（税込）

ご注意点 当行取り次ぎにより、司法書士・税理士等の専門家へお客さまから手続きを依頼された場合、
当行との契約にかかわらず、当該手続きにかかる費用・報酬が必要となります。

相続サポートパック
以下の条件に当てはまる場合、お申込みいただけます。

下記業務は当行ではお取り扱いできません。必要に応じて専門家にご相談ください。
（別途お客さまの費用負担となります。）

○税務相談や税務申告（相続税申告等）にかかる税理士業務
　（ご希望がある場合は、税理士を紹介します。）
○相続人間の法的紛争にかかる調停等の弁護士業務など
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家庭
裁判所

家庭
裁判所役所

７日以内 3か月以内

円満な相続手続きのポイント

相
続
の
開
始（
被
相
続
人
さ
ま
の
ご
逝
去
）

「
死
亡
届
」の
提
出

遺
言
書
の
確
認

遺
言
書
あ
り

遺
言
書
な
し

相
続
人
さ
ま
の
調
査
・
確
定（
戸
籍
謄
本
等
の
請
求
）

遺
言
書
の
検
認

相
続
財
産
の
調
査
・
把
握

相
続
放
棄
・
限
定
承
認
・
単
純
承
認
の
選
択

市町村役場に死亡
届を提出します。

死亡届の
提出

除籍謄本・改製原
戸籍謄本などを調
査のうえ、民法に
基づき相続人を確
定します。

相続人の
確認

預貯金・有価証券・
不動産・債務など
を調査して財産目
録を作成します。

相続財産の
調査・把握

期限内に家庭裁判
所に申述する必要
があります。債務
や保証債務が多い
場合は検討の必要
があります。

相続の放棄・
限定承認

相続手続きのながれ・スケジュール
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税務署

４か月以内 10か月以内

円満な相続手続きのポイント

税務署

遺
産
分
割
協
議

成
立

遺産分割協議書
の作成

家庭裁判所の
調停・審判

不
成
立

被
相
続
人
さ
ま
の
所
得
税
の
申
告・納
付（
準
確
定
申
告
）

遺
産
分
割
手
続

相
続
税
の
申
告
・
納
付

「年金と不動産所
得」があった方など
の場合は 4 か月以
内に申告の必要が
あります。

所得税の
申告・納付

遺言書がない場合
は、相続人全員で
遺産分割協議を行
う必要があります。

遺産分割
協議

各金融機関などへ
の所定の手続きや、
相続登記の法務局
へ の 申 請 に よ り、
換金・名義変更を
行います。

相続財産の
換金・名義変更

10 か 月 以 内 に 申
告・納付します。延
納・物納を申請する
場合もあります。

相続税の
申告・納付
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主な相続のお手続き

手続事項 手続の窓口

死亡届

市区町村役場
世帯主の変更

児童扶養手当の認定請求

介護保険資格喪失届

健康保険証 市区町村役場
（社会保険・厚生
　年金は勤務先）年金手帳

運転免許証 所轄警察署など

パスポート 都道府県旅券課

厚生年金
年金事務所
年金相談センター

国民年金

遺族年金・寡婦年金 市区町村役場
年金事務所
年金相談センター死亡一時金

葬祭料（埋葬料）の受領・
高額療養費還付手続

市区町村役場

全国健康保険協会の
都道府県支部

健康保険組合など

生命保険金の請求 生命保険会社

扶養控除異動申告 ご自身の勤務先

社員証返却・
給与、退職金等 故人の勤務先

手続事項 手続の窓口

自筆証書遺言の検認
家庭裁判所

相続の放棄・限定承認

戸籍の収集・相続人の
確認 市区町村役場

財産の調査と財産目録の
作成

市区町村役場・
法務局ほか

取引金融機関

遺産分割協議書の作成 ―

所得税納税・還付
（準確定申告） 所轄の税務署

不動産所有権移転登記 所轄の法務局

預貯金
名義変更・換金 銀行・ゆうちょ銀行

株式・債券等
名義変更・換金

証券会社・
証券代行会社

相続税申告・納税 所轄の税務署

会員権名義変更 ゴルフ場など

電話加入権移転 電話会社

公共料金の変更 加入会社

自動車の名義変更 所轄の運輸支局等

クレジットカード解約、
未払金清算 加入会社

 遺産整理業務で西日本シティ銀行がお手伝い可能
 ご希望の場合は税理士の紹介が可能

○上記は作成日時点での法令や税制等にもとづき情報の提供を目的として一般的な法律や税務上の取扱を記載しています。さまざ
まな条件により本資料の内容と異なる取扱がなされる場合がありますのでご留意ください。具体的なお手続きにあたっては、必ず
市区町村役場や年金事務所などの窓口にお問合せください。

○本資料の内容の妥当性や正確性について当社は責任を負うものではなく、また本資料は将来予告なく変更されることがあります。

返
　
却

停
　
止

請
　
求
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各手続き先で必要書類が異なる場合もあります。
その他、年金関係の手続きや、生命保険の受取請求にも必要な書類は多数あります。

財産の種類 手続き窓口 手続き内容 必要書類

土地・建物

不動産の
所在地を
管轄する
登記所
（法務局）

所有権
移転登記

●被相続人の出生から死亡までの戸籍・除籍謄本等および相続人
全員の戸籍謄本

●登記申請書
●被相続人の戸籍附票など（登記簿の住所と本籍地が異なる場合）
●相続人の住民票
●遺産分割協議書（印鑑証明書付き）
●固定資産評価証明書

自動車
陸運支局
または
検査登録事務所

移転登録

●被相続人の出生から死亡までの戸籍・除籍謄本等および相続人
全員の戸籍謄本

●移転登録申請書
●遺産分割協議書（印鑑証明書付き）
●自賠責保険証
●自動車検査証
●自動車保管場所証明書（使用の本拠が変わる場合）

預貯金 預入金融機関 名義変更

●被相続人の出生から死亡までの戸籍・除籍謄本等および相続人
全員の戸籍謄本

●依頼書（各金融機関所定のもの）
●通帳・印鑑
●遺産分割協議書（印鑑証明書付き）

株　式
発行会社
または
証券会社など

名義書換

●被相続人の出生から死亡までの戸籍・除籍謄本等および相続人
全員の戸籍謄本

●株式名義書換請求書
●株券
●遺産分割協議書（印鑑証明書付き）

ゴルフ会員権 所属ゴルフ場 名義書換
●被相続人の出生から死亡までの戸籍・除籍謄本等および相続人
全員の戸籍謄本

●相続同意書または遺産分割協議書など（印鑑証明書付き）

電話加入権 NTT各社 名義変更

●加入等承継届出書
●譲渡承認請求書
●被相続人の死亡と承継者が確認できる戸籍謄本などの書類
●遺言による承継の場合は家庭裁判所の検認を受けた遺言書写し

借地権・借家権 地主・家主 名義変更 ●契約書の借主名義のみ変更
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法定相続人と法定相続分

子、父母、兄弟姉妹がそれぞれ複数人いる場合は、上記法定相続分をその人数で按分します。

第2順位

※常に相続人となります。

※養子も実子と同様に相続人になります。

第1順位

第3順位

代襲相続人

代襲相続人

相続人 法定相続分 遺留分

配偶者と子 配偶者   1/2 子　　    1/2 配偶者   1/4 子　　    1/4

配偶者と父母 配偶者   2/3 父母　    1/3 配偶者   1/3 父母　    1/6

配偶者と兄弟姉妹 配偶者   3/4 兄弟姉妹 1/4 配偶者   1/2 兄弟姉妹
なし

配偶者のみ 全　部 1/2

子のみ 全　部 1/2

父母のみ 全　部 1/3

兄弟姉妹のみ 全　部 なし

法定相続人の順位

法定相続分と遺留分

兄妹姉妹 配偶者

甥・姪 甥・姪 子

孫 孫

兄妹姉妹
（死亡）

子
（死亡）

父 母

本人

11



法定相続分
民法が規定する各法定相続人が相続する遺産の割合のことです。遺産の分割は、実際には遺言
や相続人の協議によって決まる場合が多いのですが、遺言がなかったり、相続人の協議がまとま
らない場合には、家庭裁判所に「調停」・「審判」してもらうことになります。その場合は法定相続分
が基準になります。

代襲相続
被相続人の子や兄弟姉妹が先に亡くなっている場合には、孫や甥・姪が相続人に代わって相続す
ることになります。これを代襲相続といいます。

寄与分制度
被相続人の財産の維持・増加に特別に寄与した相続人等は、その寄与に関する分を寄与分とし
て遺産の中から取得することができる制度です。その価額は共同相続人の協議で決定し、まとま
らない場合は寄与者の請求により家庭裁判所が定めます。

特別受益制度
被相続人から、婚姻・養子縁組のため、または生計の資本（住宅取得資金・事業資金等の生活の
基礎として役立つ資金）としての生前贈与を受けた場合等、特別な利益を受けた相続人がある場
合は、相続人の間で公平を図るため、その利益分を相続財産に加えて遺産分割を行う制度です。

遺留分
一定の範囲の相続人に法律上最低限残しておかなければならない遺産の割合。生前贈与や遺言
で遺留分を侵害していたとしても、その贈与や遺言は無効とはなりませんが、侵害された相続人
は侵害した他の相続人などに対し、その侵害された部分を請求することができます。

＊遺留分の権利のある相続人は、法定相続人のうち、配偶者、子、父母に限られ、
兄弟姉妹には遺留分が認められていません。
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法定相続情報証明制度
相続人が法務局や登記所に必要な書類を提出することで、法定相続人が誰であるのかを証明できる制
度です。この制度を利用することで、各種相続手続きで戸籍謄本の束を何度も出し直す必要がなくなり
ます。（※1）

次のような場合に利用できます。

不動産の相続登記、被相続人名義の預金の払戻し、死亡保険金の請求、有価証券の口座の名義変更な
ど
（※1）相続手続きで必要となる書類は、各機関で異なりますので、提出先にご照会ください。被相続人や相続人が日本国籍を有しない場合は、本制度を利
用することができません。

①申出（相続人または代理人）
1.市区町村の窓口で戸除籍謄本などを収集します。
2.法定相続情報一覧図を作成します。
3.所定の申出書を記載し、1及び2の書類を添付して登記所に申出をします。

②確認・交付（登記所）
1.登記官による確認の後、法定相続情報一覧図を保管します。
2.認証文付き法定相続情報一覧図の写しを交付し、
戸除籍謄本などを返却します。

③利用
各種相続手続きにお使いください。

法定相続情報証明制度に関する手続きの詳細は法務局のホームページをご確認ください。

戸籍書類一式 法定相続情報
一覧図の写し
※無料で必要な

通数を交付

利用しない場合 利用する場合

A 銀行
（預金払戻）

A 銀行
（預金払戻）

B 銀行
（預金払戻）

B 銀行
（預金払戻）

登記所
（相続登記）

登記所
（相続登記）

制度の概要（この制度は無料で利用できます）

相続手続きがいくつもある場合にお勧めです。手続きが同時
に進められ、時間短縮につながります。

POINT

戸籍の収集や一覧図の作成などの手続きは専門家（※２）に依
頼することも可能です。
（※２）弁護士、司法書士、土地家屋調査士、税理士、社会保険労務士、弁
理士、海事代理士、行政書士

POINT

被相続人○○○○法定相続情報

最後の住所　○県○市○町○番地
最後の本籍　○県○郡○町○番地
出生　昭和○年○月○日
死亡　令和○年○月○日
（被相続人）
○○○○

住所　○県○郡○町○番地
出生　昭和○年○月○日
（妻）
○○○○

以下余白

住所　○県○郡○町○番地
出生　昭和○年○月○日
（長男）
○○○○（申出人）

住所　○県○郡○町○番地
出生　昭和○年○月○日
（長女）
○○○○

住所　○県○郡○町○番地
出生　昭和○年○月○日
（養子）
○○○○

作成日：○年○月○日
作成者：○○○士　○○　○○
　（事務所：○市○町○番地）

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

電子
公印

見　本
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本籍地の戸籍情報
を請求先の市区町
村に連携

❶相続手続きに必要な戸籍謄本等

❷戸籍謄本の取り寄せ方法

戸籍証明書等の広域交付

市区町村役場
（非本籍地）

法務省
（戸籍情報連携システム）

申請人

①戸籍証明書等を請求 ②連携

②戸籍証明書等の交付

戸籍謄本等の収集について

・被相続人の出生から死亡までの戸籍謄本（除籍謄本・改製原戸籍謄本）、戸籍の附票
・相続人全員の現在の戸籍謄本、戸籍の附票

・本籍地の市区町村役場に請求。
・戸籍が移っている場合は、他の市区町村役場にも請求が必要。
・交付手数料については、各自治体へお問い合わせください。

印

印
印

印

出生から転籍まで出生から転籍まで

転籍転籍からから戸籍改製まで戸籍改製まで

転籍転籍からから戸籍改製まで戸籍改製まで戸籍改製戸籍改製から婚姻から婚姻までまで

戸籍改製戸籍改製から死亡から死亡までまで
婚姻婚姻から転籍から転籍までまで

●広域交付について
　令和6年3月1日から、戸籍法の一部を改正する法律（令和元年法律第17号）が施行され、本人等請求に限り、本籍
地以外の市区町村の窓口でも、戸籍証明書や除籍証明書等を請求できるようになり本籍地以外の市区町村の窓口
でも請求できます。
また、必要な戸籍証明書等の本籍地が全国各地にあっても、1か所の市区町村の窓口でまとめて請求できます。
※コンピューター化されていない一部の戸籍・除籍を除きます。
※本人等請求とは、本人、配偶者、直系尊属、直系卑属の方からの請求です。（兄弟・姉妹・姪・甥、子の配偶者は直系卑
属に含みません）制度の詳細は法務省のホームページ【戸籍法の一部を改正する法律について（令和6年3月1日
施行）】をご覧ください。

最寄りの市区町村窓口で戸籍証明書等を請求可能

●専門家へ依頼する場合
・行政書士や司法書士が代行して収集。
・手数料が数万円かかる。
・代襲相続や兄弟姉妹（甥・姪）が相続する等、大量の戸籍が必要な場合など。

○○県Ａ市

本籍地

○○府 B 市

本籍地

○○道Ｃ町

本籍地

最寄りの市区町村
窓口で戸籍証明書
を入手できる
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期　　限 相続の開始があったことを知った日の翌日から4か月以内

提 出 先 亡くなった人の住所地にある税務署

必要書類 一般的な所得税の確定申告書類のほか、確定申告書付表、委任状（準確定申告用） 

期　　限 相続があることを知った日の翌日から10か月以内

提 出 先 亡くなった人の住所地にある税務署

必要書類

・相続税の確定申告書
・亡くなった人の出生から死亡までの戸籍謄本
　（死亡から10日を経過した日以後に作成されたもの）
・遺言書の写し（遺言書がある場合）
・遺産分割協議書の写しと遺産分割協議書に押印した相続人全員の印鑑証明書
　（遺産分割協議をした場合）

・遺産総額が基礎控除を超えた場合には申告が必要。
　　◎基礎控除額　＝　「3,000 万円＋ 600万円×法定相続人の数」
・「配偶者の税額軽減の特例」や「小規模宅地の評価減の特例」の適用を受ける場合は、必ず申告が必要。

故人が自営業者や不動産収入がある人で所得税の確定申告をしていた場合、相続人が代わりに確定申
告を行う。

相続に関する税務

準確定申告

相続税の申告・納付

通常の確定申告

亡くなった方の確定申告=準確定申告

1月1日 12月31日 2月16日～3月15日
翌年

1月1日～12月31日までの所得を計算

1月1日 亡くなった日の翌日～4ヶ月以内亡くなった日

1月1日～亡くなった日までの所得を計算

申告・納税申告・納税

申告・納税申告・納税

※当資料は令和7年3月31日現在の税制・関連法令・通達等に基づき記載しています。今後、法令・税制等が改正される場合もありますので、 記載の内容・数 値等は将来にわたって保証されるものではありません。
※本冊子はあくまでも参考用です。個別の事例により取扱いが異なる場合もありますので、ご注意ください。なお税務上の取扱いについては、税理士や所轄 税務署にご確認ください。
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●相続税額の早見表

●相続税額速算表
法定相続人の法定相続分（Ａ） 税率（Ｂ） 控除額（Ｃ）

1,000万円以下 10％ —
1,000万円超 3,000万円以下 15％ 50万円
3,000万円超 5,000万円以下 20％ 200万円
5,000万円超 　　 1億円以下 30％ 700万円

1億円超 　　 2億円以下 40％ 1,700万円
2億円超 　　 3億円以下 45％ 2,700万円
3億円超 　　 6億円以下 50％ 4,200万円

6億円超 55％ 7,200万円

遺産総額
（基礎控除前）

配偶者あり 配偶者なし
子供1人 子供2人 子供3人 子供1人 子供2人 子供3人

❶　　　　　 5,000 40 10 0 160 ❶　　　 80 20
6,000 90 60 30 310 180 120
7,000 160 113 80 480 320 220
8,000 235 175 137 680 470 330
9,000 310 240 200 920 620 480

❷　　　　  10,000 385 ❷　　  315 262 1,220 770 630
15,000 920 748 665 2,860 1,840 1,440
20,000 1,670 1,350 1,217 4,860 3,340 2,460
25,000 2,460 1,985 1,800 6,930 4,920 3,960
30,000 3,460 2,860 2,540 9,180 6,920 5,460
40,000 5,460 4,610 4,155 14,000 10,920 8,980
50,000 7,605 6,555 5,962 19,000 15,210 12,980
80,000 14,750 13,120 12,135 34,820 29,500 25,740
100,000 19,750 17,810 16,635 45,820 39,500 35,000

※単位：万円（万円未満四捨五入）

計算方法：税額＝（Ａ）×（Ｂ）－（Ｃ）

（注）被相続人の遺産を相続人が法定相続
分により相続したものとして算出し
ています。（配偶者がいる場合の配偶
者の相続分については、「配偶者の税
額軽減の特例」を活用しています。）

※妻については、「配偶者の税額軽減の特例」により、法定相続分（1/2）または1億6千万円まで相続税はかかりません。

相続人 法定相続分 相続財産 相続税
妻 1/2 50 百万円 ※ 0万円
子 1/4 25 百万円 157.5 万円
子 1/4 25 百万円 157.5 万円

合計 100百万円 315万円

相続人 法定相続分 相続財産 相続税
子 1/2 25 百万円 40万円
子 1/2 25 百万円 40万円

合計 50百万円 80万円

❷相続財産が1億円、相続人が妻と子供2人の場合❶相続財産が5,000万円、相続人が子供2人の場合

基礎控除額（相続税の申告不要）
3,000 万円＋ 600 万円×法定相続人の数

早見表の見方

※当資料は令和7年3月31日現在の税制・関連法令・通達等に基づき記載しています。今後、法令・税制等が改正される場合もありますので、 記載の内容・数 値等は将来にわたって保証されるものではありません。
※本冊子はあくまでも参考用です。個別の事例により取扱いが異なる場合もありますので、ご注意ください。なお税務上の取扱いについては、税理士や所轄 税務署にご確認ください。
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〈相続の3つの選択肢〉
選　択　肢 説　　　明

単純承認：相続する　 被相続人全ての財産債務を受け継ぐ。

相続放棄：相続しない 全ての財産・財産債務を受け継がない。
　⇒多額の債務がある場合　など

限定承認：条件付きで
相続する

受け継いだ財産の範囲内で、被相続人の債務を引き受ける。
　⇒債務がいくらあるかわからない場合　など

〈相続放棄・限定承認の手続き〉
期　　限 相続があることを知った日から3か月以内

申 述 先 被相続人の住所を管轄する家庭裁判所
相続放棄は各相続人が単独で、限定承認は相続人全員が共同で申述します。

必要書類
・相続放棄または限定承認の申述書（800円分の収入印紙を貼付）
・被相続人の出生から死亡までの戸籍謄本
・被相続人の住民票除票または戸籍附票
・相続放棄する人または限定承認する人全員の戸籍謄本　など 

相続にかかわる基礎知識

〈自筆証書遺言〉
　・家庭裁判所での検認申し立て（検認期日に相続人全員が確認）
　・形式的な不備の有無を確認（遺言の有効性の判断ではない）
　※法務局での自筆証書遺言保管制度を利用する場合、検認手続きは不要です。

　・戸籍などにより、相続人を調査・確認。　・相続人間で「遺産分割協議」を行う。

〈公正証書遺言〉
　・家庭裁判所での検認は不要。原本は公証役場に保管。

〈遺言書の検認手続きについて〉

申 立 人 遺言書の保管者、遺言書を発見した相続人
申 立 先 遺言者の最後の住所地の家庭裁判所

必要書類

・遺言書（封書の場合は封書）1通につき収入印紙800円分
・遺言者の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本
・相続人全員の戸籍謄本
・遺言者の子（及びその代襲者）で死亡している方がいらっしゃる場合、その子（及
びその代襲者）の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄
本 　など

戸籍取得申立書類作成 家庭裁判所へ
遺言書検認審判申立て

申立人要出席
検認期日

検認済証明書取得
検認済の通知

相続放棄・限定承認

遺言書

●遺言書がある場合

●遺言書がない場合
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〈対象となるもの〉

遺言書 ・公正証書　・検認済みの自筆証書遺言書

財　産 ・不動産　・有価証券（証券会社）
・預貯金（銀行・信用組合・信用金庫・農協・ゆうちょ）　・保険契約

遺言執行履行補助業務について

①②の計算を行った合計額とします。（最低手数料は左記合計額に関わらず、1,100,000円とします）

次の諸費用をご負担いただきます。

専門的な知識が必要となる遺言執行者様の相続手続きをサポートします。

上記報酬の他にも相続手続きに必要な戸籍の
収集に係る費用、不動産の相続登記費用等そ
の他の発生する実費は別途ご負担いただき、司
法書士・税理士などから直接請求があります。

〇下記のような場合、遺言執行履行補助業務をお引受けでき
ない場合がございますので、ご留意ください。■西日本シティ
銀行営業店から遠距離、あるいは連絡や重要書類の受渡しなど
に支障をきたす可能性のあるお客さまの場合、責任ある手続き
の遂行が困難になるため、お引受けできないことがあります。
■西日本シティ銀行では、相続に関する紛争の調停などを行う
ことはできません。現在相続のお手続き中で、相続人さまの間
で紛争状態にある場合につきましては、お引受けいたしかねま
す。■相続発生から長期間経過している場合、お手続きに必要
な資料の収集が困難になる場合があり、お引き受けできないこ
とがあります。

遺言執行履行補助業務の具体的な流れ

相続人の確定および申込
戸籍謄本等をご提出いただきます。

遺言執行者様とご契約

遺言書開示のサポート
遺言執行者様よりご相続人様
全員へ遺言書を開示いただきます。

遺産の確認
遺産内容の調査・確認を行い
「財産目録」を作成いたします。

財産目録交付のサポート
遺言執行者様よりご相続人様全員
へ財産目録を交付いただきます。

財産の評価
財産評価のための資料等を
ご提供いたします。

相続財産の解約、名義変更

業務完了のご報告

❶❶

❷❷

❸❸

❹❹

❺❺

❻❻

❼❼

❽❽

遺言執行履行補助業務

●遺言執行履行補助業務

●財産比例報酬（財産額×料率）
①西日本シティ銀行及び長崎銀行の預金・信託商品・投資信託・
個人年金保険・債券等、西日本シティTT証券で保護預かりして
いる株式・債券・投資信託等の有価証券等�������� 0.330％

②その他の財産
　1億円以下の部分������������������������� 1.870％
　1億円を超え3億円以下の部分���������������� 1.100％
　3億円を超え5億円以下の部分���������������� 0.660％
　5億円を超え10億円以下の部分� ������������� 0.440％
　10億円を超える部分����������������������� 0.330％

●最低報酬額1,100,000円（税込）
※相続財産の価格は相続開始時の積極財産の金額で相続税評価額とします。

最低報酬額 1,100,000 円（税込）
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遺言がある場合

遺言がない場合

●遺言による遺産分割方法の指定は遺産分割協議よりも優先されます。

●法定相続人全員による遺産分割協議により相続財産の分割方法を定める必要があります。その際に
は民法で定められた法定相続分がひとつの目安になりますが、法定相続人全員が同意するのであれ
ば別の割合でも構いません。

●法定相続人を一人でも欠いた遺産分割協議は無効です。法定相続人に未成年者や制限能力者がい
る場合は、法定後見人や特別代理人を交えて遺産分割協議をする必要があります。法定相続人全員
が同意する遺産分割の方法が定められない場合には、家庭裁判所に調停・審判を求めることになりま
す。

不動産や預貯金など、さまざまな財産を現物分割する場合、法定相続分ぴったりの比率で分割ができ
るとは限りません。その場合、法定相続人全員が合意するのであれば、下記のような方法により法定相
続分とは異なる遺産分割協議を行っても差し支えありません。

方　　法 内　　容

現物分割 自宅を長男に、アパートを二男になど、相続財産を現状有姿のまま分割する方法です

換価分割
相続財産には金融資産などのように分割しやすいものと、不動産などのように分割し
にくいものがあるため、例えば、財産が自宅だけで、それを子ども3人で分割しようと
する場合、自宅を売却して代金を分割する方法です。

代償分割
相続人の一部が自宅に住んでおり、簡単に売却することもできない場合、相続人の一人
が自宅を相続し、その代わりに相続人固有の財産から他の相続人に現金などの補償金
を支払う方法です。

遺産分割協議について

遺産分割協議

具体的な分割方法

19



遺産分割協議書

被相続人○○○○（昭和○○年○○月○○日出生）
死 亡 日　　　令和○○年○○月○○日
本 籍 地　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
最後の住所地　東京都○○区○○丁目○○番○○号

被相続人○○○○の死亡により、相続人の妻○○△△、相続人の長男○○□□はその相続財産に
ついて、遺産分割協議を行い、下記の通りに被相続人の財産を分割することに合意した。

1．相続人○○△△は次の遺産を取得する。
⑴　土地
　所　在　東京都○○区○○丁目
　地　番　○○番○○号
　地　目　宅地
　地　積　200.00平方メートル
⑵　建物
　所　在　東京都○○区○○丁目
　地　番　○○番○○号
　種　類　木造
　構　造　ストレート葺2階建て
　床面積　1階　52.81平方メートル
　　　　　2階　46.45平方メートル
⑶　預貯金
　　　　　銀行○○支店　普通預金　口座番号○○
　　　　　口座名義○○○○

2．相続人○○□□は次の遺産を取得する。
⑴　現　金　　金2,000,000円
⑵　預貯金　　○○銀行　○○支店　定期預金　口座番号○○○○○　口座名義○○○○
⑶　株　式　　株式会社　普通株式　100株

3．本協議書に記載のない財産及び後日判明した財産については、相続人○○△△がこれを取得す
る。

以上の通り、相続人全員による分割協議が成立したので、本協議書を作成し、相続人全員が署名
捺印し、各自1通ずつ所持する。

令和××年××月××日
相続人　住　所　○○県○○市○○区○丁目○○番地
　　　　氏　名　○○　△△　実印
相続人　住　所　○○県○○市○○区○丁目○○番地
　　　　氏　名　○○　□□　実印

遺産分割協議書の例
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税 理 士 行政書士 司法書士 弁 護 士

相続放棄・限定承認の手続き ● ●

戸籍謄本等の取り寄せ ● ● ● ●

遺言書の検認申立て ● ●

遺産分割協議書の作成 ● ● ● ●

不動産の登記 ●

預貯金の名義変更手続き ● ● ●

株式等の有価証券の相続手続き ● ● ●

所得税の準確定申告 ●

青色申告承認申請手続き ●

相続税の申告 ●

特別代理人・成年後見人の申立て ● ●

※遺留分侵害額請求 ●

※相続紛争の代理 ●

相続の手続きは基本的には自分で行うことができますが、そのための時間が取れない場合や、内容が
複雑な場合は、専門家に依頼することができます。
ご希望の際は、各専門家をご紹介いたします。また、NCB遺産整理業務をお申込みの場合書類の取次
ぎ等お手伝いいたします。

※遺留分侵害額請求、および相続紛争の代理に関するご相談等は弁護士へお問い合わせください。なお、弁護士
については、ご紹介等も行っておりませんのでご留意ください。

相続手続きの専門家の活用
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西日本シティ銀行の信託商品について

●遺産整理業務・遺言信託に関するお問い合わせは
西日本シティ銀行　信託サポート室
TEL. 0120-154-155　［電話受付時間］平日 9：00 ～ 17：00（銀行休業日は除きます）

その他のお問い合わせは、お近くの西日本シティ銀行へお問い合わせください。
来店予約システム▶

遺言信託 遺言代用信託

暦年贈与型信託 シニアサポート信託

シニアサポート信託のしくみ

遺言代用信託のしくみ

遺言信託のしくみ

暦年贈与型信託のしくみ

認知症や寝たきりなどの生前のリスクに備え、安心して
財産管理を行うことができる商品です。

相続の発生時にスムーズに資金のお受け取りができる
ように準備する商品です。

円滑な相続手続きのため、ご自身
の思いを込めた遺言を作成してお
くことが重要です。

お預りした資金の中から、ご指定頂いた候補者の方へ、
毎年の贈与をお手伝いする商品です。

●申込金額：500万円〜
●信託期間：5年〜 30年
●手数料：申込金額の 2.2％

●申込金額：200万円〜
●信託期間：5年〜 30年
●手数料：申込金額の 1.1％

●申込金額：500万円〜
●信託期間：5年〜 30年
●手数料：申込金額の 1.1％

❶金銭の
信託

❸受贈の
意思表示

❶支払指図

❷口座入金

❷代行振込

（請求書等を提出）

❷贈与の
意思表示

❹贈与金
の振込

詳しくは
こちら

詳しくは
こちら

詳しくは
こちら

詳しくは
こちら

お金の支払方法（都度支払）普通預金口座（当行）
贈与

する方

ご契約

遺言書
の

作成

遺言書
の保管
と定期
照会

遺言
の

執行

ご相続
発生

西日本
シティ
銀行

贈与を
受ける方

※当行普通預金
でお受け取り

西日本シティ銀行

病院など受益者代理人

代理人
カード

信託契約

金銭の信託

（受取人さまの指定）

（2025 年 5月 1日現在）

ご本人さま
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ご本人さま
（契約者さま）

西日本シティ
銀行

• 事前のご相談 • 遺言書作成のお手伝い • 公正証書遺言の作成

• 遺言書正本の保管 • 遺言についての定期的なご照会

• 遺言書の開示と遺言執行者への就任 • 遺産の調査／財産目録の作成
／報告 • 各金融機関の換金手続き等の遺産分割 • 遺言執行終了の報告

遺言者
西日本シティ

銀行

ご相談ご相談
アドバイスアドバイス

遺言書遺言書
の作成の作成

公証役場（公証人）
公正証書遺言の作成 資料等資料等

の取次の取次

遺言者
西日本シティ

銀行

回答書のご返送回答書のご返送
定期的なご照会定期的なご照会

通知人
西日本シティ

銀行 相続人・受遺者

ご逝去の
ご連絡

遺言の
執行

書類のご提出

金銭の受取り
受取人さま 西日本シティ

銀行

契約に基づく
遺言書の保管
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